
事業承継セミナー
エドゥカ株式会社



本日の内容

 税制度の法改正 中小企業の事業承継税の解説

 事業承継を考える

 相続税対策 ケーススタディー （㈱町田中央保険 中田社長）

 公認会計士への質問コーナー （公認会計士・税理士 松尾繁樹）



税制度の法改正税制度の法改正
事業承継 生前贈与・相続



中小企業の事業承継税（特例措置）
法改正のポイント

2023年3月31日までに特例承継計画書を作成し、都道府県知
事から認定を受け、2028年12月末までに事業承継を実施した
場合、下記の特例措置が適用されます。

① 事業継承における株式の贈与・相続について、一定要件を満たす場合、贈与税・相① 事業継承における株式の贈与・相続について、一定要件を満たす場合、贈与税・相
続税の納付猶予額及び免除額が100％に拡大されます。

② ①の贈与税・相続税の対象が、同族関係者であれば、最大3名までに拡大されます。

③ 一定要件を満たして、贈与税・相続税の特例を利用している途中で、要件を満たさ
なくなった場合、その時点で株式の評価額を再計算し贈与税額・相続税額を決定し
ます。

④ 直系以外の株主から、株式を贈与される場合も事業承継税の対象となります。





税金の免除と猶予のしくみ

相続
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・株式継続保有が条件です

事業承継計画を提出
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中小企業の特例措置を受けるための要件の概要

 特例措置を利用するには、前もって担保を提供する

 先代経営者が代表権を有しており、代表権を後継者に渡すこと

 生前贈与・相続後5年以上事業が継続する事

 常時使用従業員が１名以上いること

 総収入額が０円の会社に該当しないこと

 上場会社でない／風俗営業店でない／資産管理会社でない

 生前贈与の場合、２０２７年１２月３１日までに①代表交代 ②贈与を行う事

 相続する場合、２０２７年１２月３１日までに①相続 ②相続から５か月以内に代表就任

※これらについてそれぞれ詳細事項があります。



事業承継税特例措置の打ち切り事由と
猶予額の扱い（一部抜粋）

納税猶予の打ち切り事由 申告期限から５年間 ５年経過後

５年平均従業員数が承継時の従業員数の８割を下
回った

状況によって弾力的運用あり —

後継者が代表者を退任した 猶予額＋利子額を納付 納付不要後継者が代表者を退任した 猶予額＋利子額を納付 納付不要

後継者が同族関係者と併せて５０％超の議決権を
有さなくなった

猶予額＋利子額を納付 納付不要

先代経営者が再び代表権を有することになった 猶予額＋利子額を納付 納付不要

年次報告書や継続届出書の提出をしなかった、又
は虚偽の報告をした

猶予額＋利子額を納付
猶予額＋利子
額を納付

※利子額：平成３０年度おいては年利０.７％



事業承継を考える事業承継を考える
方法と対策



事業承継とは…

事業承継

事業承継を考える時、下記の2点をどう引き継ぐがポイントです。

個人財産の引継ぎ
・株式等の

生前贈与
相続

経営権の引継ぎ
・株式の集中
・経営力
（経営ノウハウ・人脈・
営業力・リーダーシップ・
人心掌握力・財務分析力）



事業継承の準備、どこまで進んでいますか？

・相続対策
・株式移転
・後継者育成

後継者を既に
決めている

事業を他者に
引き継ぎたい

適当な後継者が
いない

候補者はいるが
決めていない

・後継者育成
・M&Aの検討

・M&Aの検討
・廃業



後継者の育成に必要な時間

必要期間

その他 中小企業庁発表の数値によると
事業承継の準備には、後継者の育成を２～３年

約１年

約1年 2～3年 約5年 5～10年 その他

事業承継の準備には、後継者の育成を
含めると、５～１０年程度を要するという
結果が出ています。

また、経営者の平均引退年齢は７０歳前後と
いう事ですから、６０歳ごろには準備を始める
必要があるようです。

５～１０年
２８.％

２～３年

約５年
２４.８％



承継の方法

親族内承継

従業員等への承継従業員等への承継

M&A

※上記のほか、MBO（のれん分けのようなシステム）などもあります。



親族内承継

メリット デメリット

・内外の関係者から心情的に受け入れら
れやすい

・後継者を早期に選ぶことが出来、長期
的に育成できる

・適性を持った後継者がいるとは限らない

・相続人が複数人いる場合、後継者以外へ
の配慮が必要

的に育成できる

・財産や株式を後継者に移転できる為、
所有と経営の分離を回避できる可能性が
高い

ポイント
後継者以外の相続の対象者から理解を得るために、株式や財産の分配について、その方法を
明確にしておく必要があります。

また、生前贈与と相続、どちらを活用するのが適切なのかについても検討が必要です。



従業員等への承継

メリット デメリット

・会社内外から広く候補者を求めること
が出来る

・社内で長期間勤務している従業員を後
継者とする場合、経営の一体性を保ちや

・後継者候補が経営に対して強い意欲を有
していることが必要だが、適任者がいない
場合可能性がある

・後継者候補に株式取得等の資金力がない継者とする場合、経営の一体性を保ちや
すい

・後継者候補に株式取得等の資金力がない
場合が多い
・個人債務保証の引継ぎの問題が多い

ポイント
従業員等への事業を承継する場合、事業主親族や関係者の理解を得ることが、重要なポイント
になります。
事業承継計画を公表し、十分に理解を得られるように準備が必要となります。

また、後継者に株式を集中させるためにも、株式を取得するための資金をどのように準備するか
補助金などの活用を視野に検討する必要があります。



M&A

メリット デメリット

・身近に後継者候補がいない場合に有効

・現経営者が会社売却の利益を獲得でき
る
・従業員の雇用の維持が可能

・売却の条件を満たす買い手を見つけるの
が困難

・経営の一体性を保つのが困難（企業文化
の違いにより、経営の統合がうまくいかな・従業員の雇用の維持が可能 の違いにより、経営の統合がうまくいかな
いことがある）

ポイント
会社売却価格を引き上げるために、会社の実力や財務状況を磨き上げる必要があります。

また、早い段階で、会社資産とオーナー資産（貸借・車・交際費・ゴルフ会員権など）の
区分を明確にしておく必要もあります。

併せて、M&Aする際に、事業のみを売却するのか・現経営者が株式を保有するのかなど希望条件
等についても、あらかじめ専門家に意見を求めておくことも大切です。



計画的に事業承継の準備を進めましょう

１ 会社の現状分析（会社の強み／弱み・財務状況 後継者のリストアップ等）

２ 経営理念・ビジョンの明確化・共有化２ 経営理念・ビジョンの明確化・共有化

３ 事業承継の課題の抽出・対応策の検討

４ 具体的な事業承継計画の作成・実行

５ 会社基盤の確立（利益の出る体制づくり）



事業承継の課題と取り組み

事業を承継するのにも、M&Aをするにも、まずは、下記の内容について取り組むことが
重要です。

 B／Sのスリム化

 会社資産とオーナー資産の区分の明確化（貸借・車・交際費・ゴルフ会員権など） 会社資産とオーナー資産の区分の明確化（貸借・車・交際費・ゴルフ会員権など）

 業績の改善、無駄な経費の削減

 会社の「強み」の整理

 株主の整理

 諸規定等の整備



事業承継の支援制度

 中小企業基盤整備機構の事業継承ファンド

優れた技能やノウハウを持っているが、後継者不在等の事業継承問題を抱え、新商品の開発
など新たな事業展開が困難となっている中小企業に対し、投資が行われます。

 中小企業庁のその他の事業継承支援

 M&Aのマッチングを支援。後継者のいない企業の為の「事業引継ぎ支援センター」の設置

 M&Aによる承継時の登録免許税、不動産取得税の軽減措置の実施

 承継やM&Aに必要な資金について信用保証等の支援の実施

 事業承継／世代交代を契機として新たな取り組みに挑む中小企業に対し、設備投資／既存
事業の廃業などに必要な経費の支援（補助率：1／2又は2／3 上限：150万円～1,200万円）



～ｍemo～



相続対策 ケーススタディー相続対策 ケーススタディー
㈱ 町田中央保険 中田社長



公認会計士への質問コーナー公認会計士への質問コーナー
公認会計士・税理士 松尾 繁樹


